
政府関係機関債 14¶109¶857¶498 14¶978¶329¶028 868¶471¶530

小 計 123¶085¶191¶742 125¶781¶335¶864 2¶696¶144¶122

国 債 3¶962¶975¶920 3¶953¶500¶000 � 9¶475¶920

地 方 債 80¶201¶545 80¶135¶200 � 66¶345

時価が貸借対照表計上
額を超えないもの

社 債 2¶198¶965¶737 1¶867¶969¶800 � 330¶995¶937

外 債 4¶200¶000¶000 3¶434¶900¶000 � 765¶100¶000

譲 渡 性 預 金 4¶050¶000¶000 4¶050¶000¶000 `

小 計 14¶492¶143¶202 13¶386¶505¶000 � 1¶105¶638¶202

合 計 137¶577¶334¶944 139¶167¶840¶864 1¶590¶505¶920

] 満期保有目的債券の決算日後における償還予定額
（単位：円）

区 分 １ 年 以 内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10 年 超

国 債 51¶840¶000¶000 39¶700¶000¶000 ` 7¶320¶000¶000

地 方 債 10¶000¶000 5¶988¶000¶000 3¶750¶000¶000 280¶000¶000

社 債 1¶100¶000¶000 2¶000¶000¶000 3¶400¶000¶000 `

政 府 関 係 機 関 債 100¶000¶000 5¶101¶000¶000 7¶620¶000¶000 1¶300¶000¶000

外 債 ` ` ` 4¶200¶000¶000

譲 渡 性 預 金 4¶050¶000¶000 ` ` `

合 計 57¶100¶000¶000 52¶789¶000¶000 14¶770¶000¶000 13¶100¶000¶000

３．退職給付関係
\ 採用している退職給付制度の概要
退職一時金制度と厚生年金基金制度を採用しております。

] 退職給付債務に関する事項
（単位：円）

ａ．退職給付債務 961¶821¶732

ｂ．年金資産 � 241¶661¶536

ｃ．未積立退職給付債務（ａ＋ｂ） 720¶160¶196

ｄ．未認識数理計算上の差異 � 20¶855¶066

ｅ．退職給付引当金（ｃ＋ｄ） 699¶305¶130

^ 退職給付費用に関する事項
（単位：円）

ａ．勤務費用 30¶694¶894

ｂ．利息費用 12¶278¶620

ｃ．期待運用収益 0

ｄ．未認識数理計算上の差異の費用処理額 28¶649¶318

ｅ．従業員拠出額 � 5¶570¶041

ｆ．退職給付費用（ａ～ｅ） 66¶052¶791

_ 退職給付債務等の計算に関する事項

ａ．割引率 2•00％

ｂ．期待運用収益率 0•00％

ｃ．退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

ｄ．数理計算上の差異の費用処理年数 各事業年度の発生時における職員の平均残存勤務
期間内の一定の年数（５年）による定額法により
按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用
処理。

６．減損会計関係
当該事業年度における減損の兆候については以下のとおりです。

\ 土地
{固定資産の用途、種類、場所等の概要

用 途 種 類 場 所 帳 簿 価 額

職 員 宿 舎 土 地 神奈川県横浜市戸塚区 89¶900¶000円（地積1¶036•35fl）

] 電話加入権

用 途 種 類 場 所 回線数 帳 簿 価 額

通 信 設 備 電話加入権 本部（神奈川県川崎市） 49 637¶000円
（１回線当たり13¶000円）

大阪支部（大阪府大阪市） 3 39¶000円
（１回線当たり13¶000円）
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４．運営費交付金又は政府交付金で財源措置されるため計上しない退職給付引当金の見積額は、
954¶972¶482円であります。
５．当期の運営費交付金又は政府交付金で財源措置されない賞与の見積額は、56¶826¶380円でありま
す。

|使用しないという決定を行った経緯及び理由
職員宿舎として使用している土地については、独立行政法人整理合理化計画（平成19年12月

24日閣議決定）により、本中期計画期間中に売却することが示されたことから、減損の兆候が
認められました。

}使用しなくなる日
職員宿舎の廃止・売却の時期は、本中期計画期間中に決まっていくこととなります。

~使用しなくなる日における帳簿価額、回収可能サービス価額及び減損額の見込額
職員宿舎（当該事業年度の期末帳簿価額：土地89¶900¶000円、建物等０円）については、売

却・廃止の条件・時期が決定するまでは回収可能サービス価額及び減損額の見込額を算出する
ことができません。
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